
項　　　目　　 実施主体 担当課 具体的行動 令和2年度　取組内容 令和2年度　実績

（施策の柱Ⅰ）　虐待の実態把握と要因分析

児童虐待の実態等の検証

① 虐待相談の実態等の把握 県 こども家庭課 虐待相談対応の統計分析 ・

県 こども家庭課 虐待相談の実態調査と虐待要因分析 ・

② 重症事例等の把握と検証 県 こども家庭課 こども家庭相談センターが対応する重症事例の検証 ・

支援が長期化している事例の把握と支援の見直し

① 支援が長期化している事例の実態把握 県 こども家庭課 支援が長期化している事例の実態調査を実施 ・

  （2年以上個別検討会議が実施されていない在宅支援ケースの事例）

検証結果報告書の活用状況の把握

① 検証結果報告書の提言内容に関する取組の進捗状況の把握 県 こども家庭課
検証結果報告書の提言内容に関する取組の進捗状況調査を実施 ・ 市町村における奈良県「児童虐待重症事例等検証結果報告書」の活用状

況調査を実施
○検証報告書における各提言内容について何らかの取組を行っている市町村　２９
市町村。

（施策の柱Ⅱ）　子どもと家庭を見守る県民の意識づくり

地域における見守り活動の強化

① 地域における子育て支援の充実 女性活躍推進課 県内大学等と連携した子育て支援 ・

女性活躍推進課
・

・

・ 協賛店舗が料金割引などのサービスを提供する「なら子育て応援団」の取組
を全国共通で展開

なら子育て応援団登録団員数　799団体（1,720店舗）。

・ 「なら子育て応援団」メールマガジンを通じた県内の親子イベント情報の周知 メールマガジン登録者数19,789名

② 民生委員･児童委員活動の強化 市町村 こども家庭課 児童虐待対応における民生・児童委員との連携強化 ・

こども家庭課 民生･児童委員の虐待に対する理解・対応力の向上 ・ 児童福祉専門講座（地域における児童虐待対応向上研修）の開催 ○児童福祉専門援助講座を1回開催し、５４名の民生・児童委員が参加。

啓発活動の推進

① 地域で子育て家庭を見守る意識の醸成 県 女性活躍推進課 団体・企業等との連携による啓発促進 ・

② 県・市町村 こども家庭課 ・ 県・市町村における統一したオレンジリボンキャンペーン活動の実施 ○１１月２日に「児童虐待防止推進月間」県内一斉街頭キャンペーンを実施。

市町村 こども家庭課 効果的な啓発活動の推進 ・

こども家庭課 市町村が実施する啓発活動への支援 ・ 啓発活動グッズの作成（リーフレット・オレンジリボン等） ○民間団体「きずな」等の協力を得て、オレンジリボン（約４５,０００個）を作成。

　　ティッシュ等の他の啓発グッズを含めて市町村に提供。

県 こども家庭課
効果的な啓発活動の推進 ・ 広報誌やホームページを活用した啓発活動の実施 ○「県民だより]（１１）月号に児童虐待防止の啓発のための記事を掲載。

○児童虐待の啓発に関する新聞広告記事を掲載。

・ イベント等を活用した啓発活動の実施 ○県民向けイベント（５か所）において啓発物品の配布等による啓発活動実施。

・ 近畿府県と共同広報の実施 ○児童虐待防止の啓発を図るポスターを県内の主要駅に掲示。

③ 若年者を対象とした啓発活動の推進 県 こども家庭課
若年者を対象とした啓発活動の推進 ・ これから親になる若年者向けの啓発活動の実施 ○県内教育機関（教育委員会９市、大学15カ所）において、啓発活動を実施。

④ 「体罰によらない子育て」に関する広報・啓発（新） 県 こども家庭課 若年者を含めた子育て家庭を対象とした啓発活動の推進（新） 新ホームページやイベント等を活用した啓発活動の実施 ○県民だより（11月号）に体罰によらない子育てについての啓発記事を掲載。

○公共施設の展示スペースにて啓発パンフレットを設置（2カ所）
○市町村のネットワーク会議、県代表者会議で周知・啓発を実施

⑤
登録里親数及びファミリーホーム設置数向上のための啓発
活動の推進

県 こども家庭課 ・ イベント等を活用した啓発活動の実施

県及び市町村の児童虐待相談対応件数とその内訳等の統計データの集
計・分析

乳児家庭全戸訪問事業など地域の見守り活動における民生・児童委員の協
力

市町村が「主担当として２年以上在宅支援し、個別ケース検討会議が実施さ
れていない児童虐待ケース」の実態調査を実施

地域の多様な主体による子育て支援・応援の取組促進

県内の保育士養成課程を有する大学と連携した「なら子育て大学」・「出張・
なら子育て大学」の実施

統計データの集計・分析により得られた情報を県内の各市町村要対協調整
機関に周知

子育てのサポートを受けたい人が、地域の人の援助を受けられる「子育て援
助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）」の充実支援

県・市町村・企業が連携し、地域で赤ちゃんの誕生を祝福する取組「子育て
応援『つながる箱』プレゼント事業」等企業の取組を促進

センターが対応した重度・最重度の事例について対応内容等を検証し審議
会に報告

広報誌やホームページ等のメディア媒体を活用した啓発活動や、住民向け
イベント等の機会を活用した啓発活動の実施

県
(市町村支援）

女性活躍推進課

「奈良県こども・子育て応援県民会議」関係団体等と協働した取組周知

1

1

2

県・市町村合同によるオレンジリボンキャンペーンの実施

企業の社会貢献としての子育て応援の取組促進

県
(市町村支援）

県
(市町村支援）

県
(市町村支援）

2

3

里親及びファミリーホームに関する制度や現状の理解を周知する啓
発活動の推進　等

オレンジリボンキャンペーン等による県民への啓発

県
(市町村支援）

奈良県児童虐待防止アクションプラン　令和２年度取組実績調査票

○民間団体「きずな」や里親会等と協力し、オレンジリボンキャンペーンの啓発活動と
合わせ、里親制度に関する周知や理解を深めるための街頭啓発の実施及びリーフ
レット等を配布。

16市町村、16箇所で実施

「つながる箱」プレゼント訪問等対応件数　2,444件

○市町村が地域の見守り活動において民生・児童委員と連携　２７市町村。
○乳児家庭全戸訪問事業における民生・児童委員との連携　１４市町村。
○児童虐待防止に向けた啓発活動における民生・児童委員との連携　１１市町村。
○その他の活動への民生・児童委員の協力　７市町村。

奈良県こども・子育て応援県民会議　　令和３年１月26日開催

○３９市町村が効果的な啓発の取組を実施。

○前年度の児童虐待相談の対応件数について、虐待の種類、主な虐待者、被虐待
児の年齢、虐待通告の経路について集計・分析を実施。

○児童虐待対応と支援に活用してもらうため、各市町村で開催している代表者会議
等において、児童虐待にかかる統計資料等の資料配布及び内容の周知を実施。

○平成３０年９月に発生した児童虐待死亡事例に対する検証を実施し、審議会に報
告。児相、市町村等の各関係機関に検証結果報告書を周知。

○22市町村において該当ケースあり（計800件）。
　（身体的虐155件、ネグレクト366件、性的虐待8件、心理的虐待271件）

子育て中の親子及び子育て支援者対象に実施。「なら子育て大学」新型コロナウイル
スの影響で中止。「出張なら子育て大学」5講座・参加者69名

資料２－３
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項　　　目　　 実施主体 担当課 具体的行動 令和2年度　取組内容 令和2年度　実績

（施策の柱 Ⅲ）　虐待の予防と早期の対応

母子保健活動との連携強化

① 妊娠・出産・乳幼児期の家庭への支援
市町村 健康推進課

母子健康手帳交付時における家庭の状況把握と支援 ・ 母子健康手帳交付時における保健師・助産師等専門職種による妊婦面接を実施○母子健康手帳交付時に妊婦に対し、保健師等専門職が面接を実施。実施率は
90.9%(転入妊婦68.7%）。

・

市町村 健康推進課

妊娠期・産後の悩みに対応した保健事業の推進 ・ 妊娠期からの不安、悩みに対する個別相談の実施 ○妊娠届出時の個別相談、妊婦訪問を実施。妊婦の訪問は実人員235件、延べ人員
447件。産婦の訪問は、実人員5,523件、延べ人員5,989件。妊婦の保健指導実施件
数は延べ7,020件、産婦の保健指導実施件数は延べ3,567件。

・ 産後の悩みに対応した妊娠期の両親プログラムの活用 ○産後の悩みに対応した両親教育等を実施している市町村は16市町村。県プログラ
ムを活用している市町村は10市町村。

・ 妊娠届出時の個別相談、妊娠中の家庭訪問を実施

・ 乳幼児健診時に保護者の不安、悩みに対して個別相談を実施

市町村 健康推進課 乳幼児健診における子ども・家庭の状況把握と支援 ・

市町村 健康推進課

・ 健診未受診児の現認の実施 ○乳幼児健康診査未受診児に対し、家庭訪問や面接、保育所等との連携を通じて児
の状況の現認を実施。現認率は3～5ヶ月児健康診査71.0％(暫定値)、1歳6ヶ月児健
康診査84.5%。3歳児健康診査84.9％。

・ 要対協等地域のネットワークを活用した見守り ○児童福祉分野や要対協等と情報共有や役割分担を行い、連携を密にし個別支援
を実施。

健康推進課 ・ 乳幼児健康診査データによる分析・評価の実施 ○各保健所において、母子保健推進会議を実施。3保健所で計2回開催。当初は4回
実施予定だったが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大のため一部中止。妊娠期・ 母子保健推進会議を活用した市町村の取組み課題への対応、市町村連携

の推進・ 母子保健運営協議会における母子保健対策の検討、評価の実施 ○母子保健運営協議会を3月に開催し、県における母子保健対策の検討・評価を実
施。

・

健康推進課

母子保健担当者の虐待予防のためのケース支援能力の向上 ・ 母子保健担当者研修会等の実施 ○母子保健担当者研修会の実施
令和2年度　東海・北陸・近畿ブロック母子保健研修会（厚生労働省委託事業)新型コ
ロナウイルス感染拡大により中止。
○県立医大ＮＩＣＵにおけるＮＩＣＵ研修については、新型コロナウイルス感染症の感
染拡大により中止。

・ 保健所における市町村支援（同行訪問、事例検討、研修会の開催など）

県 健康推進課
生涯を通じた女性の健康支援窓口の啓発（思春期～成熟期～更年
期）

・ 保健所における女性健康支援センター事業による面接・電話相談の実施 ○女性健康支援センター事業における思春期・成熟期の面接・電話相談件数　1,106
件

市町村 健康推進課
出産家庭への子育て情報の提供 ・ 保健師等による新生児訪問時に子育て情報や相談窓口に関する情報提供 ○新生児訪問時に市町村において母子保健事業や子育て支援情報を提供

○子育て世代包括支援センター設置市町村においては、センターで情報を提供

市町村 健康推進課
子育て世代包括支援センターの設置推進 ・ 子育て世代包括支援センター未設置の町村に対し、地域特性に応じた妊

娠・出産包括支援事業を推進するための支援を実施
○未設置の町村に対し、地域特性に応じた妊娠・出産包括支援事業を推進するため
の支援を実施

・ 妊娠出産包括支援事業にかかる事業実施要綱・次年度予算説明

・ 母子保健コーディネータースキルアップ研修の実施

県 こども家庭課 ・

② 医療機関と連携した支援 市町村 健康推進課

・ 特定妊婦、支援を要する妊婦の把握、支援における産科医療機関との連携
強化

○妊娠届出時のアセスメントにより支援が必要となった妊婦1,808人（22.2%）転入妊婦
では163人（22.9%）、特定妊婦177人（2.5%）転入妊婦では20人（2.8%）。産科医療機関
との連携として情報提供書177件、カンファレンス15件、その他166件。

・ 母子保健事業を通じた医療機関との連携強化 ○保健所において産科医療機関等との連携会議を開催。

健康推進課
・ 連携強化のための医療関係者への研修 ○市町村母子保健担当者と産科医療機関従事者を対象に保健所において研修会や

会議を開催。情報交換や顔のみえる関係性の構築する機会とした。

・ 母子保健、産科医療機関等連携会議の開催

・ 母子保健運営協議会の開催 ○母子保健運営協議会において、思春期～周産期～小児期までの県の現状および
課題など母子保健対策を検討した。

子育て支援の充実

① 養育力を高めるための子育てプログラムの推進 市町村 こども家庭課 ペアレント・トレーニングを活用した保護者支援 ・ 保護者向けペアレント・トレーニング講座の開催 ○延べ１５市町が保護者向けペアレント・トレーニングの講座を実施。

・ 個別相談援助等へのペアレント・トレーニングの活用

市町村 健康推進課
妊娠期の両親教室プログラムによる家庭への支援 ・ 産後の悩みに対応した妊娠期の両親プログラムの実施【再掲】 ○母親教室に加え、個別指導時においても両親プログラムのノウハウを活かし、広く

妊婦に情報提供を実施。

こども家庭課 ・ 保護者向けペアレント・トレーニング講座の開催 ○市町村にペアレント・トレーニングの実施に向けた指導・助言を行う。

・ 個別相談援助等へのペアレント・トレーニングの活用

市町村における母子保健と医療機関との連携

市町村母子保健対策への支援、連携・調整

妊娠届出時に育児不安等のアセスメントを実施、支援を必要とする妊婦・特
定妊婦への個別支援を実施

健診や教室等を通してアセスメントを実施、支援の必要な子ども・家庭の把
握と個別支援の実施

妊娠出産包括支援事業、子育て世代包括支援センター設置運営にむけて
研修・会議の開催

予期しない妊娠や思いがけない妊娠等に悩む女性や家族への相談支援の
対応力向上を図る研修を実施

1

県
(市町村支援)

2

市町村におけるペアレント・トレーニング普及の推進

乳幼児健診・教室等保健事業における支援の必要なこども・家庭の
把握と支援

県全体における母子保健と医療機関との連携の推進

県
(市町村支援）

県
(市町村支援）

予期しない妊娠や思いがけない妊娠相談への対応力向上研修の実
施

県
(市町村支援）

○妊娠届出時のアセスメント実施率はR1は91.9%（転入妊婦79.9%)。支援が必要となっ
た妊婦の割合は、22.2%(転入妊婦22.9%）。支援が必要となった妊婦に対しては、妊娠
中の訪問、面接相談、母子保健事業でのフォローなどを実施。

○集団健診終了後には、カンファレンスを実施し支援の必要なケースについては関
係機関と連携しながら個別支援および集団支援を実施。

○一般社団法人「全国妊娠SOSネットワーク」に業務委託し研修を実施。
　延べ６７名参加。
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項　　　目　　 実施主体 担当課 具体的行動 令和2年度　取組内容 令和2年度　実績

② 学校における予防教育の推進 県 人権・地域教育課

・ 中学校及び高等学校における児童虐待防止に係る教材等を活用した授業
の実施

中学校及び高等学校における児童虐待防止に係る教材等を掲載した人権教育学習
資料集「なかまとともに」の活用
○令和２年度　人権教育学習資料集「なかまとともに」の活用状況
　中学校：４２．３％　　高等学校：６４．０％

学校教育課 ・ 高等学校において教材等を活用した授業を実施 各高等学校生徒指導担当教員に対して、児童虐待防止に係る取組を啓発した。

健康推進課
思春期保健対策としての健康教育の推進 ・ 市町村が実施する小・中学校の思春期健康教育への保健所の支援　　　　 ○小、中学校、高等学校等における思春期保健対策としての健康教育については、

市町村事業の支援として参画。

③ 若年者を対象とした啓発活動の推進　【再掲】 県 こども家庭課 若年者を対象とした啓発活動の推進 ・ これから親になる若年者向けの啓発活動の実施 ○県内教育機関（教育委員会９市、大学15カ所）において、啓発活動を実施。

④ 子育て支援事業の充実
県

(市町村支援)
女性活躍推進課

・ 地域の身近な場所で、親子が交流し、子育て相談が気軽に行える「地域子
育て支援拠点事業」の設置促進と従事者のスキルアップの実施

30市町村、73箇所で実施
子育て支援員研修は、新型コロナウイルス感染症の感染状況により中止

・ 子育て支援事業の情報提供や相談を行う「利用者支援事業」の拡充 27市町村、42箇所で実施

市町村 こども家庭課 ショートステイ、一時預かり事業の推進 ・ 児童養護施設や保育所等を活用したショートステイ、一時預かり事業の拡大
と周知

県 女性活躍推進課
男女が互いに尊重し合い喜びをわかちあう子育ての推進 ・ 企業や地域と連携した父親の子育て参画の促進 「奈良県パパ産休プロジェクト」研修ツールの作成

研修ツールの試作版を用いてモデル研修会を実施（2企業）

⑤ 市町村 こども家庭課 乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業の充実 ・ 乳児家庭全戸訪問事業の効果的な実施 ○３９市町村が乳児家庭全戸訪問事業を実施。

・ 養育支援訪問事業の効果的な実施 ○３４市町村が養育支援訪問事業を実施。

・ 訪問支援で活用するための「子育て応援家庭訪問プログラム」ガイドブックを
活用

○子育て支援プログラム普及事業にて「家庭訪問員養成」研修（２日間）を実施し、ガ
イドブックの活用を促す。またガイドブックの中身についても改訂を実施。

県
(市町村支援）

こども家庭課
市町村の取組の支援 ・ 家庭訪問員を対象に、実践的な訪問支援に必要なスキルを習得する研修

会を実施
・ 訪問支援で活用するため県で作成したプログラムの概要を説明し内容を周

知
⑥ 県

(市町村支援）
女性活躍推進課

県内大学等と連携した子育て支援 ・ 県内の保育士養成課程を有する大学と連携した「なら子育て大学」・「出張・
なら子育て大学」の実施

子育て中の親子及び子育て支援者対象に実施。「なら子育て大学」新型コロナウイル
スの影響で中止。「出張なら子育て大学」5講座・参加者69名

県
(市町村支援）

女性活躍推進課
地域の多様な主体による子育て支援・応援の取組促進 ・ 子育てのサポートを受けたい人が、地域の人の援助を受けられる「子育て援

助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）」の充実支援
16市町村、16箇所で実施

県
(市町村支援）

女性活躍推進課
企業の社会貢献としての子育て応援の取組促進 ・ 県・市町村・企業が連携し、地域で赤ちゃんの誕生を祝福する取組「子育て

応援『つながる箱』プレゼント事業」等企業の取組を促進
「つながる箱」プレゼント訪問等対応件数　2,444件

・ 協賛店舗が料金割引などのサービスを提供する「なら子育て応援団」の取組
を全国共通で展開

なら子育て応援団登録団員数　799団体（1,720店舗）。

・ 「なら子育て応援団」メールマガジンを通じた県内の親子イベント情報の周知 メールマガジン登録者数19,789名

⑦ 民生委員･児童委員活動の強化　【再掲】 市町村 こども家庭課 児童虐待対応における民生・児童委員との連携強化 ・

県
(市町村支援）

こども家庭課
民生･児童委員の虐待に対する理解・対応力の向上 ・ 児童福祉専門講座（地域における児童虐待対応向上研修）の開催 児童福祉専門講座（地域における児童虐待対応向上研修）を開催し、54名の民生・

児童委員が参加。

虐待通報対応の充実・強化

① 県と市町村のリスクアセスメントの共有化 市町村 こども家庭課
要対協におけるリスクアセスメントの周知徹底 ・ 要対協実務マニュアル等による要対協関係者を対象とした研修の実施 ○28市町村が要対協構成機関職員を対象とした研修を実施。

県
(市町村支援）

こども家庭課
県と市町村のリスクアセスメントの共通化 ・ 要対協実務マニュアル活用研修の実施 ○28市町村が要対協構成機関職員を対象とした研修を実施。

・ 専門実務研修の実施 ○児童虐待対応のための応用研修（専門実務研修、児童虐待対応基礎研修）を開
催。

② 通報受理時の情報の共通化 県 こども家庭課
事例情報の共通化等 ・ 県と市町村における事例情報の共通化

要保護児童対策地域協議会の充実･強化

① 要保護児童対策地域協議会の活性化
県

(市町村支援）
こども家庭課

要対協の機能強化のための支援 ・ 要対協実務マニュアル活用研修の実施 ○8市町が要対協構成機関職員を対象とした研修を実施。

県
(市町村支援）

こども家庭課
要対協の効果的運営への支援 ・ 市町村要対協関係機関へのスーパーアドバイスチームの派遣 ○市町村要対協調整機関の依頼に基づき、１市に対してアドバイザーを派遣。

県
(市町村支援）

こども家庭課
こども家庭相談センターと市町村要対協との連携強化 ・ 各こども家庭相談センター管轄ごとの地域ネットワーク会議の開催 ○各こども家庭相談センター管轄ごとに各１回の地域ネットワーク会議を開催。

※中央こども家庭相談センター管轄の会議については書面による開催。

訪問型(アウトリーチ）子育て家庭支援の推進

4

3

乳児家庭全戸訪問事業など地域の見守り活動における民生・児童委員の協
力

中学校・高等学校における児童虐待予防のための教育の推進

市町村の子育て相談支援体制の強化

県
(市町村支援)

○２７市町村が民生・児童委員と協力して、乳児家庭全戸訪問事業など地域の見守り
活動を実施

○平成３０年９月に県内で発生した死亡事例にかかる検証で明らかにされた課題等を
代表者会議等で説明。

○３１市町村がショートステイ実施。
○３０市町村が一時預かり事業を実施。

○子育て支援プログラム普及事業にて「家庭訪問員養成」研修（２日間）を実施し、参
加市町村職員にプログラム概要を周知し、各市町村での活用を依頼。

地域における子育て支援の充実　【再掲】
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項　　　目　　 実施主体 担当課 具体的行動 令和2年度　取組内容 令和2年度　実績

（施策の柱 Ⅳ）　虐待を受けた子どものケアと家庭への支援

一時保護の機能充実

① 一時保護所の機能の充実 県 こども家庭課 一時保護所における支援内容の充実 ・ 学習指導の充実（学習指導員の配置） ○学習指導員を１名配置し、一時保護中の学齢児童への学習指導を実施。

・ 個別支援の充実（個別対応職員の配置） ○個別対応職員１名を配置。

・ ペアレントトレーニングや社会スキル訓練プログラムを活用した児童へのグ
ループワークの実施

○一時保護所入所児童に対して、社会スキル訓練プログラムを活用したグループ
ワークを４７回実施し、延べ４７５名参加。

・ 歯科医師及び歯科衛生士による歯科保健指導の実施 ○歯科医師及び歯科衛生士による歯科保健指導を６回、延べ５３名の児童に実施。

・ 新型コロナウイルス感染拡大防止対策の実施

社会的養護における体制の充実

①都道府県社会的養育推進計画の推進（新） 県 こども家庭課
奈良県社会的養育推進計画の推進（新） 新推進計画に基づいた取組の実施状況の把握 ○平成28年度の児童福祉法改正により、「家庭養育優先原則」が明記されたことによ

り、児童相談所においても援助方針会議で社会的養育を検討する際には、里親委託
を第一選択肢として検討している。

○R2年度里親委託率は18.4％。R6年度に25％、R11年度34％を目指す。

県 こども家庭課 特別養子縁組の推進
新民間特別養子縁組あっせん機関等との連携の検討 ○医療と福祉が連携し、早い段階で里親委託、特別養子縁組につなぐ支援体制の構

築に向けた連絡会議の開催を検討。

・ 養子縁組里親への里親委託の推進

② 里親委託・里親支援推進のためのフォスタリング機能強化（新） 県 こども家庭課 里親支援機関の設置推進（新） 新里親支援機関の設置推進に向けた啓発の実施 ○県内2カ所の児童家庭支援センターに対し運営補助を実施。

（里親支援） ・ 児童養護施設における里親支援専門員の配置 ○２カ所の児童養護施設（飛鳥学院、天理養徳院）に各１名配置。

こども家庭課 里親制度の普及啓発 ・ 里親に関する理解を深め、里親登録希望者を増やすための啓発の実施 ○里親啓発写真展を実施。

こども家庭課
児童を委託している里親等を育成するための研修の実施 ・ 里親制度周知のための啓発活動の実施 ○県内イベントにおいて里親啓発のためのブースを設置。

・ 里親対象の研修の実施（基礎研修、認定前研修、里親研修等） ○里親基礎研修（１回）、認定前研修（１回）、延べ15名参加。
　里親スキルアップ研修（３回、延べ122名参加）の開催。

こども家庭課 児童を委託している里親等への訪問支援等 ・ 里親サロン、情報交換会の開催 ○里親サロン（22回、延べ１21名参加）の開催。

・ 里親に対するレスパイトケアの実施 ○レスパイトケアの実施（実施日数13日）。

・ 児童福祉司による継続的支援の実施 ○児童を委託している里親への家庭訪問等による継続支援の実施（延べ１１４回）。

被虐待児等へのケアの充実

①児童養護施設等におけるケア機能の充実 施設設置者 こども家庭課

児童福祉施設の小規模化・地域分散化・高機能化・多機能化の推
進（新）

新児童福祉施設の機能強化・多機能化等に向けた施設との検討及び調整を
実施

○小規模グループケア数　１０施設
○地域小規模児童養護施設数　2施設
○一時保護実施施設数　　1施設
○職業指導員配置施設数　1施設
○心理療法担当職員配置施設数　6施設

県 こども家庭課

施設職員の資質向上 ・ 児童養護施設等職員キャリアアップ研修の実施 ○奈良県児童養護施設連盟に事業委託。
被措置児童虐待防止のための基礎講座、奈良県権利擁護を考える会の取り組み、全
国児童養護施設協議会としての被措置児童虐待への取り組みに関する研修会を開
催（2回、延べ102名参加）。

家族の再統合、子どもの自立への支援

① 家族の再統合に向けた支援 県 こども家庭課 家族再統合プログラム等を活用した保護者支援 ・ こども家庭相談センターにおける家族療法対応職員の配置 ○家族療法対応職員を１名配置。

・ 家族再統合のためのペアレント・トレーニングの活用 ○家族再統合に向けた保護者指導にペアレント・トレーニングを活用。

・ 家庭復帰前の児童の保護者に対する家族再統合プログラムの実施 ○家族再統合プログラムを９件実施。

② 家庭復帰後の支援・見守り体制の充実 県・市町村 こども家庭課
県と市町村の連携による見守り体制の強化 ・ こども家庭相談センターから市町村（要対協）への情報提供・情報共有の徹

底
○一時保護所及び施設等から親または親族宅に家庭復帰した事例のうち、（５４.８）%
で個別ケース検討会議を実施し、市町村要対協との情報共有を図った。

・ 家族再統合に向けた個別ケース検討会議、家族応援会議の実施 ○一時保護所及び施設等から親または親族宅に家庭復帰した事例のうち、（７.０%）で
当事者家族を交えた家族応援会議実施し、家庭復帰後の支援計画を作成。

③ 施設等の入所児童に対するインケア・自立支援の充実（新） 県・施設設置者 こども家庭課 入所児童等に対するライフストーリーワーク等の実施（新） 新児童福祉施設等に入所する児童に対してライフストーリーワークを実施 ○施設入所児童に対してライフストーリーワークを実施。実施人数７人。

県・施設設置者 こども家庭課

子どもの権利擁護を保障する取組の実施（新） 新「奈良県児童養護施設 権利擁護を考える会」やキャリアアップ事業を活用し
て児童の権利擁護を保障する取組の検討や学習を実施

「権利擁護を考える会（参加機関：児童養護施設、児相、自立支援サポート機関）」に
おいて、権利ノートの内容に関することや、被措置児童の家庭復帰に向けたチェックリ
ストの作成について検討（R2：11回実施）した。

④ 施設等退所後の児童へのアフターケアの拡充 NPO法人等 こども家庭課 施設等退所児の交流促進 ・ 施設等を退所した児童が集う各種イベントの実施

・ 里親家庭及び養護施設等を退所した人達が交流する親睦会やイベントの開
催

県 こども家庭課

施設等退所児の就労・生活支援体制の構築 ・ 子どもの「自立」サポート事業の実施 ○「自立サポートセンターwith」にて自立に必要な就労および転居に係る支援を実施
（相談延べ件数　1249件）。
○自立に必要な社会的な繋がりやスキル取得を目的に勉強会及び交流会実施をオ
ンライン形式と個別形式で実施（オンライン7回　個別11回）。
○自立サポートセンターwithとの繋がり作りのため、児童養護施設職員向けの交流会
についてはコロナ禍により実施せず。

県 こども家庭課 自立援助ホーム設置への支援 ・ 自立援助ホーム設置者への支援 ○県内３か所の自立援助ホームに対して支援実施。

1

2

3

4

○新型コロナウイルス対策として、マスクの着用、こまめな手洗いと消毒、食事時は児
童間の距離を空ける等の取り組みを行った。

○ＮＰＯ法人おかえり主催による、里親又は養護施設を巣立った人が集う親睦会及び
交流会をオンライン形式で実施（20回、延べ51名参加）。
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項　　　目　　 実施主体 担当課 具体的行動 令和2年度　取組内容 令和2年度　実績

（施策の柱 Ⅴ）　子どもと家庭を支援する体制づくり

県、市町村、関係機関の多機関による連携体制の充実･強化

①
福祉・保健・教育、警察、司法等の児童虐待に関わる機関と
の連携強化

県 こども家庭課

警察、市町村、こども家庭相談センターとの連携促進
（臨検・捜索・立入調査等に係る連携）

・ 警察と関係機関の連携を図るため「児童虐待事案対応合同研修」の実施 ○警察、こども家庭相談センター、市町村要対協等の児童虐待対応にあたる職員、１
７名参加（２月６日実施）。コロナ禍により密を避けるため市町村要対協の職員は不参
加。模擬事例をもとに、立入調査、臨検捜索に係る対応の流れと役割を、実践的な
ロールプレイ方式で確認する予定を変更し、ケーススタディーを実施。

県 こども家庭課
警察、司法、こども家庭相談センターとの連携促進
（虐待を受けた子どもの心理的負担軽減に係る連携）

・ 性的虐待等を受けた児童への聞き取りにおいて、児童の心理的負担を軽減
するための連携の強化

○ケースに応じて、検察、警察、こども家庭相談センターが対応を協議して聞き取りを
実施。

市町村 こども家庭課
保育･教育機関との連携促進 ・ 未就園児童等の実態調査における連携・協力（追跡調査・養育状況の現認

等）
○３９市町村が未所属児童の実態調査を行い、保育機関等と連携し養育状況の現認
等を実施。

・ 要対協ネットワーク会議（個別ケース検討会議）等における情報の共有 ○個別ケース検討会議を計９４２回開催し、各関係機関との連携を実施。

市町村 こども家庭課
医療機関との連携促進 ・ 特定妊婦把握等における産婦人科医療機関との連携の強化

・ 保護者が精神的に不安定な家庭の支援における精神科医療機関との連携
の強化

市町村 健康推進課

母子保健・児童福祉部門の連携促進 ・ 子育て世代包括支援センター設置運営に向けた市町村支援 ○未設置の町村に対し、地域特性に応じた妊娠・出産包括支援事業を推進するため
の支援を実施
◯子育て世代包括支援センター設置　39市町村

県
(市町村支援）

こども家庭課
母子保健・児童福祉部門の連携促進 ・ 妊婦健診、乳幼児健診未受診家庭等への支援における連携の強化 ○母子保健部門と児童福祉部門が必要に応じてカンファレンスを実施。

・ 要対協ネットワーク会議（個別ケース検討会議）等における情報共有【再掲】 ○個別ケース検討会議を計９４２回開催し、各関係機関との連携を実施。

こども家庭課
保育･教育現場における虐待の理解促進 ・ 母子保健･児童福祉担当職員の合同研修の実施 ○予期しない・思いがけない妊娠相談対応力向上研修（2日間）を実施。

○教職員向けにライフストーリーワークの啓発講座の実施。

奈良っ子はぐくみ課
保育所・放課後児童クラブにおける虐待の理解促進 ・

県 教育研究所 教員研修における虐待の理解促進 ・ 初任者（幼・小・中・高・特）を対象とした児童虐待についての研修の実施 ３２０名の受講があった。

・ 採用４～11年目の教職員（幼・小・中・高・特）を対象とした児童虐待につい
ての研修の実施

７８名の受講があった。

・ 新任教頭を対象とした児童虐待についての研修の実施 新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点から、研修は中止した。

・ 希望する教職員を対象とした児童虐待についての研修の実施 新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点から、研修は中止した。

県 教育研究所
学校における虐待の理解促進 ・ 学校等へのスクールソーシャルワーカー等の派遣 ・県内公立学校等99校（園）に派遣

県 こども家庭課 医療機関における虐待の理解促進 ・ 医師・歯科医師向け対応マニュアルを活用した研修の実施

・ 特定妊婦把握等における産婦人科医療機関との連携のあり方の検討

・ 保護者が精神的に不安定な家庭の支援における精神科医療機関との連携
のあり方の検討

県 こども家庭課
配偶者暴力相談支援センター等における虐待の理解促進と連携
（新）

新ＤＶ等の女性相談にかかる関係機関等への児童虐待対応と連携に関する研
修の周知と参加促進

○DV相談支援セミナーで児童虐待対応機関とDV被害者支援機関の連携について
等の内容で研修（2月12日）を実施し、40名が参加。

② 県と市町村の役割分担 県・市町村 こども家庭課
県と市町村の役割分担の確認と徹底 ・ 要対協実務マニュアルにおける役割分担の確認と周知徹底

・ 個別ケースにおける連携方法（主担当･副担当）の確認と周知徹底

③ 情報共有に関するルールの共通化（新） こども家庭課
新

④ 県と市町村との連携強化
県

(市町村支援）
こども家庭課 県と市町村との人的交流を通した連携促進 ・ 市町村及び児童相談所における機能と役割の相互理解と人的交流の促進 ○１市（奈良市）の職員13名が児童相談所に実習で参加。

1

県
(市町村支援）

市町村向けの会議及び研修会にて実施基準やルールについて周知を実施

県
(市町村支援）

県
(市町村支援）

個別ケース検討会議の実施基準、転居時等の情報提供方法等の
ルール化し関係機関と共有（新）

保育所、放課後児童クラブ職員等を対象とした児童虐待についての研修の
実施

○NW会議で「要保護児童等に関する情報共有システム」について市町村に周知。
○アクションプラン調査時に実施基準やルールについて市町村に周知し、取組状況
について確認。

○ケースに応じて医療機関に情報提供等を依頼し支援に活用。

○ケースに応じて医療機関に情報提供等を依頼し支援に活用。

○県が主催する研修及び市町村が開催する要対協実務者会議等で役割分担の確認
及び周知徹底。

・児童館・放課後児童クラブ職員研修の開催（R2.9.29 テーマ「児童虐待について」参
加者132名）
・保育所職員向け研修会は新型コロナウイルス感染症の影響により中止
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項　　　目　　 実施主体 担当課 具体的行動 令和2年度　取組内容 令和2年度　実績

市町村の組織体制の充実･強化

① 市町村子ども家庭総合支援拠点の設置推進（新） 市町村 女性活躍推進課 市町村子ども家庭総合支援拠点の設置推進研修の実施（新）
新市町村子ども家庭総合支援拠点の設置推進を図る研修会及び市町村への

相談支援を実施
・設置推進研修　令和2年10月19日実施
・体制強化研修　令和3年1月29日実施

② 虐待相談対応の組織・体制の整備 市町村 こども家庭課 虐待相談対応職員・家庭児童相談員の適正配置
・ 市町村における児童虐待相談対応職員の適正な配置 ○５市１町が新たに児童虐待担当職員を増員。

・ 家庭児童相談員の適正な配置 ○20市町村が家庭児童相談員を配置。

③ 職員の専門性の向上 市町村 こども家庭課 専門性を向上させるための研修の実施・参加 ・ 市町村主催研修の実施 ○８市町が要対協構成機関職員向けの研修会を開催。

・ 国・県等が実施する研修の受講 ○３８市町村が県主催の研修に参加。

県
(市町村支援）

こども家庭課
市町村職員等を対象とした研修の実施 ・ 児童虐待対応にかかる基礎的な研修の実施 ○児童虐待対応基礎研修（２回）及びSV初任者研修（１回）を開催。

・ 児童家庭相談援助にかかる実務者研修の実施 ○児童家庭相談援助実務者研修（１回）を開催。

・ 連携強化スキルアップにかかる研修の実施 ○児童虐待対応のためのスキルアップ研修（２回）を開催。

・ 要対協実務マニュアル活用にかかる研修の実施【再掲】 ○市町村要対協初任者研修にて要対協実務者マニュアルを活用。

県
(市町村支援）

こども家庭課
市町村要対協調整機関における専門職を対象とした義務研修の実
施

・ 「要保護児童対策調整機関の担当者研修」の実施 ○８日間（１８コマ：３６.５時間）に渡る義務研修を実施し、延べ３１５名参加。

○義務研修の全てのカリキュラムを受講した２４名に修了証を公布。

県
(市町村支援）

こども家庭課 市町村支援のための体制強化 ・ こども家庭相談センターにおける市町村支援担当職員の配置 ○県こども家庭相談センターに関係機関支援担当職員２名、補助職員１名を配置。

・ 市町村へのスーパーアドバイスチームの派遣 ○市町村要対協関係機関におけるスーパーアドバイスチームの活用（１回）。

・ 市町村への定期巡回相談等の実施 ○実務者会議への出席（１１４回）。

④ 相談支援体制の整備状況に関する実態調査と支援（新） 県 こども家庭課
市町村における相談支援体制の実態調査と支援の実施（新） 新市町村要対協調整機関における専門職配置状況の調査の実施 ○県内３８市町村に配置（社会福祉士、保健師、保育士等の専門性を有する職員

等）。

県の組織体制の充実･強化

① 虐待相談対応の組織・体制の整備 県 こども家庭課 児童相談所における虐待相談対応職員の適正配置 ・ 虐待対応等にあたる児童福祉司、保健師、医師、弁護士等の配置 ○児童福祉司31名、保健師2名、弁護士5名、精神科医師2名を配置。

・ こども家庭相談センターに虐待対応専従班の設置 ○児童虐待対応専従班に児童福祉司及び相談員等を２４名（うち、SV担当職員4名）
を配置。

・ 虐待相談に対応する心理担当職員の配置 ○児童虐待相談に対応する心理担当職員1名を配置。

児童相談所における職員の心身の負担軽減（新） 新職員の勤務状況の把握、所属長や上司との個別面談等による負担軽減の
実施

○上期・下期で1回ずつ全職員より所属長や上司が個別面談を実施し、勤務状況の
把握や業務の負担軽減に努めている。

② 職員の専門性の向上 県 こども家庭課 専門性を向上させるための研修の実施 ・ 専門対応力向上にかかる研修の実施

・ 県職員を対象としたスキル向上のための研修の実施(基礎編、分野別実務
編等)

県 こども家庭課 国等が実施する専門研修への参加 ・ 児童福祉司資格認定通信課程の受講 ○児童相談所職員１名が受講し、児童福祉司資格を取得。

・ 国等が開催する児童虐待専門研修等の受講 ○各種外部研修に参加。

県 こども家庭課
スーパーアドバイスチーム活用による専門性の向上 ・ こども家庭相談センターにおける困難事例等に対するスーパーアドバイス

チームの活用
○県こども家庭相談センターにおけるスーパーアドバイスチームの活用（３回）。

③ 支援者支援の拡充 県 こども家庭課
市町村研修担当職員や里親支援員等の職員の拡充 ・ 市町村支援及び里親支援にあたる児童福祉司等の職員配置の推進 ○職員配置・拡充に向けて人材確保対策事業（就職サイトの活用、業務説明会）を実

施。

④ 児童相談所における専門職の育成計画の作成（新） 県 こども家庭課
「児童福祉司」及び「児童心理司」の育成計画の作成（新） 新育成計画の作成のために必要な検討を実施 ○育成の土台となる児童相談所の体制強化のための各種調査や関係各課との検討

を実施。

 
※上記のうち「赤字」で示した項目は、【新規設定】した項目

※上記のうち「青字」で示した項目は、【再掲】項目

※上記のうち「黒字」で示した項目は、従来から取組を行っている項目

○児童福祉司任用前講習会（８日間）
○児童福祉司任用後研修（5日間）

3
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